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1――概要 

新型コロナウイルスが世界的に流行、ＷＨＯがパンデミック宣言した 3 月 11 日から 4 か月近くが

経過した。各国は新型コロナの感染拡大を防ぐために様々な手段を講じてきたが、感染拡大抑制に効

果的な封じ込め政策は、ロックダウン（都市封鎖）や外出規制に代表されるように直接的に経済活動

を制限することになる。厳しい感染防止措置と経済維持がトレードオフの関係にあることから、政府

は難しい舵取りの中で政策実行を行っている。中にはスウェーデンのように外出規制のような厳しい

行動制限の導入を避けている国もある。 

本稿では、感染防止と経済維持にトレードオフの関係がある中で、感染を抑制しかつ経済活動も維

持できている国、つまり上手くコロナ禍を乗り切っている国がどこなのかをランキング付けして評価

した。得られた結果は以下の通りである。 

【先行事例と本稿での評価方法】 

・コロナ対応力評価の先行事例として、POLITICOや英エコノミスト誌、Deep Knowledge Groupな

どがそれぞれ独自の評価を実施しているが、評価基準により高評価となる国は異なる。 

・コロナ対応の評価には様々な切り口があるが、本稿では、シンプルに各国の「コロナ被害」（感

染拡大）と「経済被害」をいずれも小さく抑えている国という観点で評価する。 

・「コロナ被害」は「①累積感染者数」「②感染拡大率」「③致死率」の 3つの観点を評価し、「経済

被害」については、コロナ禍によって失われたＧＤＰの損失を推計し評価する。 

【評価結果と上位国の特徴】 

・総合順位では、台湾、マレーシア、香港、タイ、中国、韓国の順に高評価となった。 

・上位国に東南アジアの国が多いが、これらの国では比較的早期に「謎の肺炎」に対する注意を払

っており、早期の水際対策を講じたことが結果的に最も効果的だった可能性がある。 

・今回のランキングでも先行きの被害を一定織り込んではいるが、実際の「コロナ禍被害」と「経

済被害」の動向はこれからのコロナ対応への巧拙で変動しうる。 

・そして今後は、各国の財政出動余地の縮小などから、強固な行動制限に対する反発も強くなって

おり、コロナ対応ではこれまで以上に難しい舵取りが求められている状況でもある。 
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2――先行事例等 

各国の新型コロナウイルスへの対応に関する評価としては、例えば、すでに次のような取り組みが

ある。 

米ニュースメディアの POLITICOでは主要 30か国のコロナ対応への評価を「健康」「経済」「封じ込

め政策の厳しさ」の 3 点からマッピングしている1。「健康」では新型コロナへの検査数、感染者や死

亡者を評価し、「経済」ではＧＤＰや失業率、財政政策について評価している。POLITICO ではランキ

ング付けはしていないが、中国の評価が高い結果となっている。 

英エコノミスト誌は、21か国について「コロナ対策の質」と「リスク」という観点から点数をつけ

ている2。「コロナ対策の質」は検査数、コロナ以外の医療への影響、死亡率を評価し、「リスク」は肥

満率、高齢化率、インバウンドの規模を評価している。結果はニュージーランドが最もリスクが低い。 

先端技術系の企業・非営利団体である Deep Knowledge Groupは大規模な分析しており、200に及ぶ

地域に対して、多い国では 130の指標を集計し、安全性評価の点数とランク付けをしている3。この評

価では、経済活動への影響はほとんど考慮されておらず、感染拡大の防止力が評価に寄与する内容と

なっている。結果は、1位から順にスイス・ドイツ・イスラエルの順となっている。 

このようにコロナ対応の評価方法は様々な切り口があり、結果にもバラツキがある。さらに、評価

を実施する際のウエイトの置き方（例えば「健康」と「経済」ではどちらを重要視するか）でも評価

に差が出てくる4。また、感染者数の今後の動向や、経済活動の回復ペースなどには不透明な要素も多

いため、現時点で断定的な評価を下すことは難しい。 

しかしながら、各国での感染状況や経済パフォーマンスを概観しておくことは、今後の経済動向を

考察する際には有用であり、また各国のコロナ対策の初期評価としても興味深い内容である。 

本稿では、シンプルに各国の「コロナ被害」と「経済被害」について、現時点で入手できる実デー

タおよび予測データを利用して評価し、「コロナ被害」や「経済被害」が小さい国（＝上手くコロナ禍

を乗り切っている国）について考察してみたい5。 

 

3――コロナ対応の評価方法 

本稿では、「コロナ被害」および「経済被害」ついて、以下のように評価していく。 

【コロナ被害】 

「コロナ被害」については「①累積感染者数」「②感染拡大率」「③致死率」で評価する。 

 
1 https://www.politico.com/interactives/2020/ranking-countries-coronavirus-impact/に公開。横軸に「健康」、縦軸に「経済」、「封じ

込め政策の厳しさ」を色分けすることでプロットしている。 
2 https://www.eiu.com/n/campaigns/oecd-countries-responded-to-the-coronavirus-crisis/からレポートの入手が可能。 
3 https://www.dkv.global/covid-safety-assesment-200-regionsに公開。 
4 例えば、学術研究として経済学的に最適なロックダウン政策を考察することも実施されている（「感染症の死亡コスト」と「経済活動損

失」のトレードオフを最適にする解を調べる）。こうした研究では、「感染症の死亡コスト」を定量化するが、結局はこの死亡コストを大

きく見積もるほど、厳しいロックダウンを長期間実施した方が良いことになる。学術研究については、例えば、日本銀行金融研究所のニ

ュースレターで Alvarez, Argente, and Lippi による“A Simple Planning Problem for COVID-19 Lockdown”のモデルをベースライン

となるモデルとして紹介している（https://www.imes.boj.or.jp/japanese/newsletter/nl202006J1.pdf）。 
5 本稿以前に高山武士（2020）「新型コロナウイルスと各国経済－金融市場の反応と各国経済へのインパクト」『ニッセイ基礎研レター』

2020-04-10および、同「新型コロナウイルスと各国経済－双子の赤字と財政ファイナンス」『ニッセイ基礎研レター』2020-05-25でＭＳ

ＣＩ ＡＣＷＩの指数を構成する 49 カ国・地域について、金融市場や経済状況の調査をしており、本稿でも特に断りがない限り、これら

の国・地域を対象とする。具体的な構成国・地域は後掲図表 2の通りで、中国と記載した場合は中国本土を指し香港は除くこととする。

また、香港等の地域も含めて「国」と記載する。また、以降の「先進国」「新興国」のカテゴリはＭＳＣＩの分類にもとづく。 

https://www.politico.com/interactives/2020/ranking-countries-coronavirus-impact/
https://www.eiu.com/n/campaigns/oecd-countries-responded-to-the-coronavirus-crisis/
https://www.dkv.global/covid-safety-assesment-200-regions
https://www.imes.boj.or.jp/japanese/newsletter/nl202006J1.pdf
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=64223?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=64223?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=64525?site=nli
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まず、「①累積感染者数（対人口比率）」によりコロナの蔓延度合い（封じ込めの効果）を直接計測

する。ただし、先々の感染者数は現在の累積感染者数を見ただけではわからない。そこで「②感染拡

大率（新規感染者の対累積感染者比率）」で感染が拡大傾向にあるか縮小傾向にあるかを評価する。感

染が拡大傾向なら最終的な感染規模は大きく、逆に感染が縮小傾向なら最終的な感染規模は小さいと

の想定のもと、今後の見通しを足もとの伸び率で評価している。 

また、感染者が多かったとしても治療や自己免疫等で回復するのであれば、コロナ禍の被害として

は小さいと考えられる。そこで「③致死率（対感染者比率）」も評価する。 

ただし、感染者数、致死率ともに政府等の発表から作成されている点、その定義が公表主体によっ

て異なる点には注意が必要である6。 

【経済被害】 

次に「経済被害」については、コロナによって失われたＧＤＰの損失を計算する。この「ＧＤＰ損

失」は各国の実質ＧＤＰの水準について「コロナ禍前の想定（ベースライン）」と「コロナ禍後の見通

し」をそれぞれ計算した上で、その差額をコロナ禍での経済被害として推計する。 

推計の際、ベースラインはコロナ禍前の年末年始に公表された国際機関等の見通しを用いて作成し、

コロナ禍後の見通しは、主に 6月に入ってから公表された国際機関等の見通しを用いて試算した7。ベ

ースラインとコロナ禍後の具体的な数値については、参考として巻末に記載する（後継図表 6）。 

なお、被害の推計を 2020年のＧＤＰ差額に限っており、長期的な経済被害について考慮していない

点、コロナ禍以外の要因での成長率変動を取り除いていない点には注意が必要である。 

【総合評価】 

全体の点数計算にあたっては次のように計算している。 

「コロナ被害」と「経済被害」について、被害の小

さい国から被害の大きい国まで好成績順に並べて、1

～10点で点数をつける点数をつける8（高得点がコロ

ナ禍に上手く対応していることを示す）。そして、「コ

ロナ被害」の 3 項目と「経済損失」の 1 項目の点数

をレーダーチャートにした場合の面積が大きい国を

上手く対応している国としてランク付けする。 

例えば、日本について評価すると図表 1 のように

なる。感染者数が 49か国中 4位（4番目に少ない）

ので最高点の 10点、感染拡大率は 22位で 6 点、致

死率は 35位で 4点、ＧＤＰ損失は 9位で 9点となっ

ている。総合点は面積の 95点となる。この評価では、「コロナ被害」が 3項目あり、「経済被害」が 1

 
6 例えば、ベルギーでは検査で新型コロナウイルスと確認されなくても、その可能性があるものを死亡者としてカウントしているので、過

大評価をしている可能性がある。一方で、そもそも検査数が少ない国では、感染者数、死亡者数を過小評価している可能性がある。検査

数や陽性率を評価対象に含めることもできるが、本稿では評価の分かりやすさを重視して、これらの要素は考慮していない。 
7 点数は、49か国を成績の良い順に 10グループ（5か国ずつ、最終グループは 4か国）に分けて、最良グループが 10点、次のグループが

9点、…、最も成績の悪いグループが 1点として付けた。 
8 当研究所でも見通しを作成している国がいくつかあるが、今回は基本的に国際機関の見通しを活用している。 

（図表 1） 
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項目しかないため、「コロナ被害」のウエイトが高めの評価と言える9。 

 

4――評価結果・ランキング 

さて、前節の方法で 49か国のコロナ対応を評価してランク順に並べると、図表 2のようになる。 

総合順位では、台湾、マレ

ーシア、香港、タイ、中国、

韓国といった順に高評価と

なった。「コロナ被害」のウ

エイトが高いということも

あり、感染者数や感染拡大

率が低い国が上位を占めて

いる。しかしながら、興味深

い点として、上位国のこれ

らのコロナ被害が小さい国

は、ＧＤＰ損失も小さい傾

向にあり、「経済被害」のウ

エイトを少し高めても順位

の変動がほとんどないこと

を補足しておく。 

また、他媒体での評価と

比較すると POLITICO で評

価の高い中国は、本稿でも

「経済被害」で高得点を取

っているが、致死率の高さ

が順位を低下させる要因と

なった。 

エコノミスト誌で評価の

高いニュージーランドは経

済への影響が大きく、Deep 

Knowledge Group で評価の

高いスイス、ドイツ、イスラ

エルは実際の感染者や死亡

者がランキング上位国と比

較して多かったため、順位

 
9 レーダーチャートの面積での点数付けは、ひとつの項目で秀でた点数を取るよりも、全項目でバランスの良い点数を取ることにウエイト

を置いた点数付けでもある。例えば、4項目のうち 3項目で 1点、残りの 1項目で 10点の場合、総合点数は面積の 11点となる。一方

で、すべての項目で 3点を取った場合、総合点数は 18点となって後者の評価の方が高い。単純な足し算での合計点を出すと前者は合計

13点、後者は合計 12点で前者の総合点の方が高くなる。 

（図表 2） 

 

各国のコロナ対応の評価
総合評価 コロナ被害 経済被害
点数 感染者数 感染拡大率 致死率 ＧＤＰ損失

順位 対1万人 点数 ％ 点数 ％ 点数 ％ 点数
台湾 180 1 0.2 10 0.4 10 1.6 8 ▲ 5.9 10
マレーシア 144 2 2.7 9 1.6 9 1.4 9 ▲ 7.5 7
香港 143 3 1.6 10 8.4 5 0.6 10 ▲ 6.2 9
タイ 126 4 0.5 10 1.1 10 1.8 8 ▲ 9.1 4
中国 124 5 0.6 10 0.3 10 5.5 3 ▲ 5.9 9
韓国 124 5 2.5 9 5.3 6 2.2 7 ▲ 3.8 10
オーストラリア 120 7 3.2 8 7.5 6 1.3 9 ▲ 6.9 8
ニュージーランド 99 8 3.2 9 1.5 9 1.4 9 ▲ 11.3 2
日本 95 9 1.5 10 6.5 6 5.2 4 ▲ 6.4 9
ノルウェー 90 10 16.8 6 2.5 8 2.8 7 ▲ 8.2 6
シンガポール 88 11 78.2 2 7.2 6 0.1 10 ▲ 6.7 9
パキスタン 85 12 10.8 7 37.9 3 2.1 7 ▲ 3.8 10
オーストリア 85 13 20.2 6 3.4 8 4.0 5 ▲ 7.8 7
UAE 83 14 48.0 3 13.2 5 0.6 10 ▲ 6.8 8
トルコ 78 15 24.7 5 10.3 5 2.6 7 ▲ 7.3 8
フィンランド 77 16 13.1 7 1.4 9 4.5 5 ▲ 9.2 4
デンマーク 72 17 22.6 6 4.2 7 4.7 4 ▲ 7.5 7
カタール 70 18 361.6 1 17.1 4 0.1 10 ▲ 6.1 9
アルゼンチン 68 19 14.6 7 88.9 1 2.0 8 ▲ 7.3 8
インドネシア 67 20 2.2 9 39.6 3 5.1 4 ▲ 5.8 10
ポーランド 65 21 9.1 7 13.9 5 4.3 5 ▲ 8.2 6
サウジアラビア 65 21 58.5 2 40.0 3 0.9 10 ▲ 7.1 8
エジプト 63 23 7.2 8 42.7 2 4.3 5 ▲ 5.0 10
ドイツ 61 24 23.6 5 3.8 7 4.6 4 ▲ 8.2 6
イスラエル 60 25 29.0 5 29.5 3 1.3 9 ▲ 9.0 5
フィリピン 56 26 3.6 8 40.1 2 3.4 6 ▲ 8.4 6
ハンガリー 55 27 4.2 8 1.9 9 14.1 1 ▲ 9.5 3
スイス 54 28 37.7 4 1.8 9 6.2 3 ▲ 8.9 5
ギリシャ 54 28 3.2 9 8.3 6 5.6 3 ▲ 10.0 3
南アフリカ 54 28 26.5 5 98.1 1 1.8 8 ▲ 7.8 7
ロシア 52 31 44.0 3 18.8 4 1.4 9 ▲ 8.6 5
チェコ 50 32 11.3 7 18.2 4 2.9 7 ▲ 11.9 2
インド 42 33 4.4 8 65.4 1 3.0 6 ▲ 9.1 4
オランダ 40 34 29.6 4 2.4 8 12.1 2 ▲ 9.3 4
チリ 40 34 151.7 1 51.5 2 2.0 8 ▲ 7.7 7
アイルランド 39 36 52.8 3 0.5 10 6.8 3 ▲ 9.9 3
コロンビア 39 37 19.3 6 79.0 1 3.5 6 ▲ 8.8 5
カナダ 36 38 29.1 5 5.0 7 8.2 2 ▲ 9.8 3
ポルトガル 33 39 40.9 4 12.9 5 3.7 6 ▲ 10.8 2
イタリア 28 40 39.7 4 1.3 10 14.5 1 ▲ 12.5 1
スウェーデン 24 41 67.6 2 28.4 3 7.8 3 ▲ 8.0 6
米国 24 41 81.0 1 23.3 4 4.8 4 ▲ 9.0 5
ベルギー 23 43 54.1 2 2.1 8 15.9 1 ▲ 10.1 3
英国 23 43 47.6 3 4.9 7 13.9 2 ▲ 12.1 2
フランス 20 45 31.3 4 3.6 7 14.8 1 ▲ 13.1 1
スペイン 20 45 53.7 3 2.0 8 11.4 2 ▲ 13.4 1
メキシコ 20 45 18.3 6 46.0 2 12.3 2 ▲ 9.4 4
ブラジル 14 48 67.8 2 51.9 2 4.3 5 ▲ 10.2 2
ペルー 10 49 89.6 1 20.3 4 3.4 6 ▲ 15.1 1

（注）感染者数は累積感染者の対人口比（1万人あたりで表示）
　　　感染拡大率は6/16～6/30までの2週間の新規感染者の対累積感染者数比率（％表示）
　　　致死率は累積死亡者の対累積感染者数比率（％表示）
　　　ＧＤＰ損失は、ベースラインの見通しからみた現時点での見通しの差分（対ベースラインＧＤＰ比率）
（資料）ジョンズ・ホプキンズ大学、Eurostat、Datastream等よりニッセイ基礎研究所作成
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が下がっている。エコノミスト誌や Deep Knowledge Groupはリスクや安全性といった「能力」を評価

しているが、本稿では、今後の見込みも含んだ「結果」に重点を置いており、必ずしもリスクの低い

国で感染が抑制されているわけではないという状況が反映された判定となった。 

 

なお、「コロナ被害」と「経済被害」をそれぞれプロットしてみると、全体的に見ると、必ずしも「コ

ロナ被害」と「経済被害」がトレードオフの関係になかった（図表 3・4、トレードオフの関係にある

場合は左上の第二象限と右下の第四象限にプロットされる）。現在入手できる情報からは、コロナ被害

を抑えたからといって、経済損失が大きいわけでも、その逆に経済損失を抑えたからといってコロナ

被害が大きいわけでもないことを示している。 

こうしたトレードオフの関係が見られた国（経済を犠牲にして感染抑制を重視した国、後者は経済

成長を重視し感染抑制を緩くしている国）は、例えば、足もとの新規感染者が最も少ないニュージー

ランド（8位）やタイ（4位）、フィンランド（16位）（コロナ被害が小さく、経済被害は大きい）やス

ウェーデン（41位）（コロナ被害は大きいが経済被害は小さい）など一部のみだった。ただし、経済被

害を小さいとしているスウェーデンの場合でもランキング上位国よりはＧＤＰ損失が大きいため総合

順位は低くなっている10。 

（図表 3） 

 

（図表 4） 

 

 

5――ランキング上位国の特徴 

ランキング上位国を見ると、台湾や香港など東南アジアの国が多いことが目立つ。アジアの国々が

コロナ禍に上手く対応できている背景には、宗教などの文化や言語的な特性が影響している可能性11

もあるが、ここではコロナ禍への初動対応について注目したい（図表 5）。 

オックスフォード大学が取りまとめている新型コロナへの対応状況（ＯｘＣＧＲＴ）によれば、コ

ロナ禍への対応として、最も早い香港（3位）では昨年末から空港での監視を開始している。台湾（1

位）も 1月 2日からコロナ禍への注意喚起を実施している12。日本（9位）でも 1月 7日から自己申告

 
10 前述の通り「コロナ被害」と「経済被害」のバランスを重視している配点になっているため、こうしたトレードオフの関係にある国は順

位が下がりやすいということも要因として挙げられる。またスウェーデンの場合は「経済」のウエイトが低いことも評価が下がった要因

でもある。仮に、「コロナ被害」（平均点）と「経済被害」の合計で総合点を計算するとニュージーランドやタイは順位を落とし、スウェ

ーデンは順位を上げる。 
11 例えば、挨拶の際に人との接触が少ないことなどが感染防止に寄与しているなど。 
12 香港については、https://www.info.gov.hk/gia/general/201912/31/P2019123100562.htm を参照。なお、台湾はＯｘＣＧＲＴでは 1月 2

日からとしているが、ＣＤＣによる通知は 12/31時点ですでに実施されている（https://www.cdc.gov.tw/Bulletin/Detail/zicpvVlBKj-

UVeZ5yWBrLQ?typeid=9 ） 
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制での検疫体制を敷いており13、厳格な体制ではなかったが初動は早かった。中国との地理的な近さや

新型コロナと同様に中国からアジアに拡大したといわれるＳＡＲＳの経験もあり、東南アジアの国々

では比較的早期から「謎の肺炎」に注意していたことがうかがえる。 

中国の次に大きなクラスターが

発生しニュースとなったイタリア

では初期感染者が確認されるかな

り以前にウイルスが持ち込まれて

拡大していたとも言われている。 

東南アジア諸国の初動の早さが

水際対策を効果的に働かせ、そも

そも国内への輸入感染を抑制して

きた可能性がある。 

もちろん、初動対応が早くても

インドネシア（感染拡大率と致死

率が高い）やシンガポール（人口当

たりの感染者が多い）のように順位を落としている国もあるが14、当局のモニタリングと早期の対策が

初期の感染拡大を抑え、その後の蔓延を低コストでコントロールできた可能性は高いと思われる。 

一方で、封じ込め政策自体の厳しさ（図表 5では丸印の大きさ）は今回のランキングとはほぼ相関

がなかった。厳しい政策導入がコロナ禍抑制に効かないという意味ではないが、欧米などは大規模な

感染が発覚した後、強固なロックダウンを実施したものの早期に対応を実施した東南アジアほど良い

結果にならなかった15。 

 

6――おわりに 

今回はコロナ禍について、「コロナ禍被害」と「経済被害」に重点を置き、現在置かれている各国の

状況を整理した。結果は東南アジアが上位にランキングされ、評価には先行きの被害も織り込んでは

いるものの、結果的には初動対応の巧拙が大きく反映されたと言える。 

ただし、今回の評価における先行きの被害の織り込み方は「コロナ被害」では足もとの感染拡大率

を、「経済被害」では国際機関の見通しを利用しており、実績とは異なる。いったん感染者数が減少に

転じた国でも第二波のリスクは常に抱えており、今後も継続的なコロナ対応が必要である。実際の「コ

ロナ禍被害」と「経済被害」の動向はこれからのコロナ対応への巧拙で大きく変動しうる。 

そして現在は、厳しい封じ込め政策の経済への影響が甚大であり、財政出動の余地も限られている

ことから、強固な行動制限に対する反発も強くなっている。今後の対応では、感染者の早期発見と隔

離などの医療体制を整えて、行動制限を行う場所・業種を極力限定しつつ封じ込めをするという、こ

 
13 日本の初期の対応としては https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_08787.html など。 
14 タイのようにＯｘＣＧＲＴでは初動対応が遅かったにも関わらず、コロナ禍を免れている国もあるが、メディアによればタイでは 1月 5

日時点では検疫体制を強化していたと思われ（https://www.bangkokpost.com/thailand/general/1829219/arrivals-from-chinas-wuhan-

scanned-for-pneumonia）。ＯｘＣＧＲＴにおいて、こうした対応が考慮されていないだけの可能性もある。 
15 震源地の中国では、強固なロックダウンでの封じ込めが奏功したと思われるが、他国では中国ほどの成果が上がらなかったと思われる。 

（図表 5） 
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れまで以上に難しい舵取りが求められていると言えるだろう。 

 

補足――ベースライン成長率とコロナ禍後の成長率 

本稿で用いたＧＤＰ損失を算出するための、ベースラインの成長率およびコロナ禍後の見通しは以

下の通り16（図表 6）。 

 

 

 

 

 
16 エジプト、インド、パキスタンの集計期間は年度単位。本稿では、インド・パキスタンは財政年度をそのまま用いており、他国と対象期

間が 3か月ずれている。また、パキスタンは 2か年度分（19年 7月～21年 6月）を「ＧＤＰ損失」の対象期間としている。 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が目

的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

（図表 6） 

 

各国の成長率見通し
2019年 2020年ベースライン 2020年コロナ禍後

実績 IMF 世界銀行 ＯＥＣＤ ＩＭＦ
19年10月 20年1月 採用 20年6月 20年6月 20年6月 採用

オーストラリア 1.8 2.3 NA 2.3 NA ▲ 5.0 ▲ 4.5 ▲ 4.7
オーストリア 1.6 1.7 NA 1.7 NA ▲ 6.2 NA ▲ 6.2
ベルギー 1.4 1.3 NA 1.3 NA ▲ 8.9 NA ▲ 8.9
カナダ 1.7 1.8 1.8 1.8 NA ▲ 8.0 ▲ 8.4 ▲ 8.2
デンマーク 2.4 1.9 NA 1.9 NA ▲ 5.8 NA ▲ 5.8
フィンランド 1.1 1.5 NA 1.5 NA ▲ 7.9 NA ▲ 7.9
フランス 1.5 1.3 1.3 1.3 NA ▲ 11.4 ▲ 12.5 ▲ 11.9
ドイツ 0.6 1.2 1.1 1.1 NA ▲ 6.6 ▲ 7.8 ▲ 7.2
香港 ▲ 1.2 1.5 NA 1.5 NA NA NA ▲ 4.8
アイルランド 5.5 3.5 NA 3.5 NA ▲ 6.8 NA ▲ 6.8
イスラエル 3.5 3.1 NA 3.1 NA ▲ 6.2 NA ▲ 6.2
イタリア 0.3 0.5 0.5 0.5 NA ▲ 11.3 ▲ 12.8 ▲ 12.0
日本 0.7 0.5 NA 0.5 ▲ 6.1 ▲ 6.0 ▲ 5.8 ▲ 6.0
オランダ 1.8 1.6 NA 1.6 NA ▲ 8.0 ▲ 7.7 ▲ 7.9
ニュージーランド 2.2 2.7 NA 2.7 NA ▲ 8.9 NA ▲ 8.9
ノルウェー 1.2 2.4 NA 2.4 NA ▲ 6.0 NA ▲ 6.0
ポルトガル 2.2 1.6 NA 1.6 NA ▲ 9.4 NA ▲ 9.4
シンガポール 0.7 1.0 NA 1.0 NA NA NA ▲ 5.8
スペイン 2.0 1.8 1.6 1.6 NA ▲ 11.1 ▲ 12.8 ▲ 12.0
スウェーデン 1.2 1.5 NA 1.5 NA ▲ 6.7 NA ▲ 6.7
スイス 0.9 1.3 NA 1.3 NA ▲ 7.7 NA ▲ 7.7
英国 1.4 1.4 1.4 1.4 NA ▲ 11.5 ▲ 10.2 ▲ 10.8
米国 2.3 2.1 2.0 2.0 ▲ 6.1 ▲ 7.3 ▲ 8.0 ▲ 7.1
アルゼンチン ▲ 2.2 ▲ 1.3 NA ▲ 1.3 ▲ 7.3 ▲ 8.3 ▲ 9.9 ▲ 8.5
ブラジル 1.1 2.0 2.2 2.2 ▲ 8.0 ▲ 7.4 ▲ 9.1 ▲ 8.2
チリ 1.1 3.0 NA 3.0 ▲ 4.3 ▲ 5.6 NA ▲ 4.9
中国 6.1 5.8 6.0 6.0 1.0 ▲ 2.6 1.0 ▲ 0.2
コロンビア 3.3 3.6 NA 3.6 ▲ 4.9 ▲ 6.1 NA ▲ 5.5
チェコ 2.6 2.6 NA 2.6 NA ▲ 9.6 NA ▲ 9.6
エジプト 5.6 5.9 NA 5.9 3.0 NA 2.0 2.5
ギリシャ 1.9 2.2 NA 2.2 NA ▲ 8.0 NA ▲ 8.0
ハンガリー 4.9 3.3 NA 3.3 ▲ 5.0 ▲ 8.0 NA ▲ 6.5
インド 4.9 7.0 5.8 5.8 ▲ 3.2 ▲ 3.7 ▲ 4.5 ▲ 3.8
インドネシア 5.0 5.1 NA 5.1 0.0 ▲ 2.8 ▲ 0.3 ▲ 1.0
韓国 2.0 2.2 NA 2.2 NA ▲ 1.2 ▲ 2.1 ▲ 1.7
マレーシア 4.3 4.4 NA 4.4 ▲ 3.1 NA ▲ 3.8 ▲ 3.5
メキシコ ▲ 0.1 1.3 1.0 1.0 ▲ 7.5 ▲ 7.5 ▲ 10.5 ▲ 8.5
パキスタン 3.3 2.4 NA 2.4 ▲ 2.6 NA ▲ 0.4 ▲ 1.5
ペルー 2.2 3.6 NA 3.6 ▲ 12.0 NA NA ▲ 12.0
フィリピン 5.9 6.2 NA 6.2 ▲ 1.9 NA ▲ 3.6 ▲ 2.8
ポーランド 4.1 3.1 NA 3.1 ▲ 4.2 ▲ 7.4 ▲ 4.6 ▲ 5.4
カタール 0.1 2.8 NA 2.8 ▲ 3.5 NA NA ▲ 3.5
ロシア 1.3 1.9 1.9 1.9 ▲ 6.0 ▲ 8.0 ▲ 6.6 ▲ 6.9
サウジアラビア 0.3 2.2 1.9 1.9 ▲ 3.8 NA ▲ 6.8 ▲ 5.3
南アフリカ 0.2 1.1 0.8 0.8 ▲ 7.1 NA NA ▲ 7.1
UAE 1.3 2.5 NA 2.5 ▲ 4.5 NA NA ▲ 4.5
台湾 2.7 1.9 NA 1.9 NA NA NA ▲ 4.0
タイ 2.4 3.0 NA 3.0 ▲ 5.0 NA ▲ 7.7 ▲ 6.4
トルコ 0.9 3.0 NA 3.0 ▲ 3.8 ▲ 4.8 ▲ 5.0 ▲ 4.5

（注）エジプト、インド、パキスタンは財政年度。パキスタンの採用系列は2020年度および2021年度を考慮して作成
　　　香港・台湾はＩＭＦの4月時点の見通しをコロナ禍後として採用
　　　シンガポールはシンガポール金融管理局（ＭＡＳ）公表のエコノミスト調査（20年6月）を採用
（資料）ＩＭＦ、ＯＥＣＤ、世界銀行、ＭＡＳ、Eurostat、Datastreamよりニッセイ基礎研究所作成
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